
在宅医療・介護連携推進における

島根県の現状と課題
～在宅医療・介護連携推進事業の実施状況に関する調査から～

島根県健康福祉部 高齢者福祉課
地域包括ケア推進室
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「しまねの地域包括ケア」ポータルサイト開設「しまねの地域包括ケア」ポータルサイト開設

令和２年６月８日



在宅医療・介護連携推進事業の実施状況に関する調査

１．調査時点 令和元年１２月末
２．調査対象 全国の市区町村 担当者
３．調査主体 厚生労働省（委託先:株式会社富士通総研）
４．回収率等 下表のとおり

2 調査概要

対象数 回答数 回収率
全国 - 1,739 -

島根 19 19 100%



関係団体等との協力状況

3  島根県、全国とも最も多いのは地域包括支援センター。最も少ない
のは大学、民間企業等

 島根県は全国と比較して薬剤師会と協力している割合が低く、栄養
士会、歯科衛生士会と協力している割合が高い。
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進捗状況（ア）地域の医療・介護の資源の把握

4
 「既存情報の整理、資源の情報共有」は実施割合が高いもの
の、「将来推計」は低い
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1.地域で把握可能な既存情報の整理

2.在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の現状把握

3.地域内の医療・介護関係者や住民への地域内の医療・介護資源

の情報共有

4.地域内の医療・介護の必要性（需要）や資源量（供給）の将来

推計

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実施

計画等の策定

島根県 全国



進捗状況（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

5  「事業計画・方針を打ち出す」の実施割合が低い
 全国と比較して島根県は「問題・要対処事項を一般化、需給
バランスの検討」は高い
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1.職能団体へのヒアリングを通じて、地域の課題や対処を要する事項

を抽出する

2.ヒアリングで得た内容を類型化し、問題・要対処事項を一般化する

3.地域における検討会・会議体を整理（統廃合する）

4.上記を受け、必要となる会議体の組織化及び会議体の参加者を選定

する

5.地域で検討会・会議体等を開催する

6.検討・承認の２つの機能を持つ会議体を使い分け、事業計画・方針

を打ち出す

7.在宅医療・介護の需給バランスについて検討している

8.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実施計画

等の策定

島根県 全国



進捗状況（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進

6  「具体的な体制の整備に向けた調整や施策運用時のルールを
策定する」の実施割合が低い
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1.地域における在宅医療資源および提供体制を把握する

2.地域における切れ目のない医療提供体制の目指すべき姿を描

く

3.実行が伴う切れ目のない在宅医療・介護連携の提供体制の有

りかたを地域の医療・介護関係者と検討・調整する

4.具体的な体制の整備に向けた調整や施策運用時のルールを策

定する

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定

島根県 全国



進捗状況（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援

7  「情報の棚卸、ルールの整理等」は一定程度されているが、
「ルールの関係団体での周知徹底、運用状況の把握」の実施
割合は低い
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1.情報共有による課題及び共有が必要な情報の棚卸し

2.既存の連携ツールやルールの整理・新規に作成が必要なツー

ルやルールの整理及び導入是非の検討

3.ツールやルールの新規作成・回収

4.新規作成・回収したツールやルールの関係団体での周知徹底

5.定期的な利用実態のモニタリング及びツールやルールの運用

状況の把握

6.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定

島根県 全国



進捗状況（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

8  「相談窓口の設置および運営」は県内全ての市町村で実施さ
れている
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1.相談窓口の設置に向けた準備

2.多様な相談への対応が可能な人材の確保・育成や関係者との連

携体制の構築

3.相談窓口の設置及び運営

4.相談窓口の機能の周知

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実施

計画等の策定
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進捗状況（カ）医療・介護関係者の研修

9  「ニーズや課題に応じた研修」の実施割合は高いが、「研修
の実施支援・研修後フォロー」の割合は低い
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1.地域内の既存の研修の把握・整理

2.関係者へのヒアリングやアンケート等を通じた研修ニーズ・

課題の把握

3.ニーズや課題に応じた研修の実施

4.研修の実施支援・研修後フォローの実施

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定

島根県 全国



進捗状況（キ）地域住民への普及啓発

10  全国と比較して「看取りに関する取組の情報提供」の実施割
合が高い。
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1.地域に向けて何を普及啓発するのかを確認する

2.普及啓発の対象者および普及啓発に用いる媒体を選定する

3.普及啓発（情報提供）の実施

4.普及啓発（情報提供）のうち、看取りに関する取組の情報提

供の実施

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定

島根県 全国



進捗状況（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

11  全国と比較して「広域的に取り組むべき内容と必要性の確
認」の実施割合が低い
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1.関係市区町村における在宅医療・介護連携推進事業の取組状況

の把握

2.関係市区町村との広域的に取り組むべき内容と必要性の確認

3.関連行政及び地域内の各職能団体との広域的な取組に関する協

議の場の設定

4.行政及び各職能団体の実務者・役職者による広域的な取組に向

けた協議

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実施

計画等の策定

島根県 全国



近隣自治体との共同実施の状況

12  全国と比較して全般的に実施割合が低い

31.6%

15.8%

26.3%

47.4%

15.8%

26.3%

15.8%

63.2%

52.3%

50.3%

52.2%

57.6%

41.6%

55.1%

40.9%

68.7%
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1.（ア）地域の医療・介護の資源の把握

2.（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

3.（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推

進

4.（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援

5.（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

6.（カ）医療・介護関係者の研修

7.（キ）地域住民への普及啓発

8.（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

島根県 全国



在宅医療・介護連携推進事業と連動した施策

13  「認知症」「人生の最終段階における対応」「入退院調整支援」の
着手、検討は一定程度進んでいるが、「災害・緊急時対応施策」の
着手、検討は低調
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在宅医療・介護連携推進事業の取組改善（PDCAの運用）

14
 島根県、全国とも実施している割合が３割未満と少ない
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

島根県

全国

1.行っている 2.行っていない



データの活用状況

15  島根県、全国とも「地域包括ケア見える化システム」「人口
動態推計」は少し活用しているが、その他全般的に活用状況
は低い
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13
.そ
の

他

現在活用している 現在は未実施だが、活用を検討している 未実施であり、特に検討していない 未回答

国保データベースの医療介護レセプトや
健診データ

介護保険保健総合データベースの情報

レセプト情報・特定健診等情報データ
（NDB）の情報

地域包括ケア見える化システムのデータ

医療機能情報公表制度のデータ

医療施設調査等の各種厚生統計

届出受理医療機関名簿や施設基準届出受
理状況等

医療計画策定支援データブックの在宅医
療に関連するデータ

地域医療構想必要病床数等推計ツールの
現在及び将来の在宅医療等の必要量

人口動態推計（死亡票等）

上記以外の民間事業者や研究機関等によ
る在宅医療等に関するデータ

上記以外の市町村独自の在宅医療等に関
する調査データ

その他



在宅医療・介護連携推進事業の課題

16  島根県は「地域の医療・介護資源の不足」「指標設定等の事
業評価のしにくさ」「事業推進を担う人材の不足」が多い

84.2%
68.4%

63.2%47.4%
42.1%
42.1%

36.8%
36.8%
36.8%
36.8%
36.8%
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31.6%
31.6%

26.3%
26.3%
26.3%

21.1%
21.1%
21.1%

15.8%
15.8%

10.5%
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5.3%

66.8%

70.6%58.3%
68.9%

55.8%

42.4%
39.6%

59.7%
53.7%

48.4%
48.0%

57.0%
31.1%

41.6%
52.3%

40.5%
46.0%

34.5%
34.2%

31.1%
48.0%

30.5%
32.4%

21.9%
3.3%
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13.地域の医療・介護資源の不足
15.指標設定等の事業評価のしにくさ

14.事業推進を担う人材の不足（市区町村担当者及び事業委託先を想定）
2.事業実施のためのノウハウの不足

4.行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関係の構築
22.医療機関との調整

1.予算の確保
6.地域支援事業の全体像を見渡せる人材の不足

7.総合事業などと連携した事業計画の策定ができる人材の不足
11.将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿をイメージできていな…

21.医師会等関係団体との調整
8.事業全体を見渡せる人材の不足（市区町村及び事業委託先を想定）

18.在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供（先進事例等）
23.広域的な医療・介護連携（退院調整等）に関する協議

3.本事業の存在や必要性を医療・介護関係者に認知してもらうこと
5.行政内部の連携、情報共有等

12.多職種間の協力関係の強化・情報共有の効率化
16.隣接する市区町村との広域連携の調整

17.都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する当該市区町村の…
19.多職種研修の企画・運営の技術的支援

9.事業運営に関する相談のできる人材の不足
10.現状の在宅医療・介護サービスの提供実態が把握できていないこと

20.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成
24.市区町村間の意見交換の場の設定

25.その他
26.特にない

島根県 全国



国に支援を期待する課題（島根県内の市町村）

17  「指標設定等の事業評価のしにくさ」「地域の医療・介護資
源の不足」「予算の確保」「事業実施のためのノウハウの不
足」が多い
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36.8%

31.6%

26.3%
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10.5%
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5.3%
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5.3%
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5.3%

41.8%
37.0%

28.5%

30.0%

14.5%

13.1%

7.1%

8.5%

11.0%6.3%

15.5%

12.4%

11.4%

16.0%

2.6%

7.1%2.1%

9.0%

5.7%

5.8%

5.8%

5.1%

5.1%

0.9%

1.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

15.指標設定等の事業評価のしにくさ
13.地域の医療・介護資源の不足

1.予算の確保
2.事業実施のためのノウハウの不足

18.在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供（先進事例等）
21.医師会等関係団体との調整

7.総合事業などと連携した事業計画の策定ができる人材の不足
8.事業全体を見渡せる人材の不足（市区町村及び事業委託先を想定）

14.事業推進を担う人材の不足（市区町村担当者及び事業委託先を想定）
22.医療機関との調整

3.本事業の存在や必要性を医療・介護関係者に認知してもらうこと
4.行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関係の構築

6.地域支援事業の全体像を見渡せる人材の不足
11.将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿をイメージできていな…

16.隣接する市区町村との広域連携の調整
20.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成

5.行政内部の連携、情報共有等
9.事業運営に関する相談のできる人材の不足

10.現状の在宅医療・介護サービスの提供実態が把握できていないこと
12.多職種間の協力関係の強化・情報共有の効率化

17.都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する当該市区町村の…
19.多職種研修の企画・運営の技術的支援

23.広域的な医療・介護連携（退院調整等）に関する協議
24.市区町村間の意見交換の場の設定

25.その他

島根県 全国



県に支援を期待する課題（島根県内の市町村）

18  島根県は「地域の医療・介護資源の不足」「事業推進を担う
人材の不足」「指標設定等の事業評価のしにくさ」「医師会
等関係団体、医療機関との調整」が多い

47.4%
26.3%
26.3%
26.3%
26.3%

21.1%
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15.8%
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10.5%
10.5%
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5.3%
5.3%
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28.2%
11.3%

26.4%

26.0%13.3%
30.6%

13.4%

16.9%7.0%
9.8%
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18.3%

11.6%
22.0%
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11.7%
14.3%

8.3%
22.8%

11.6%
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8.1%
11.2%
10.8%

0.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

13.地域の医療・介護資源の不足
14.事業推進を担う人材の不足（市区町村担当者及び事業委託先を想定）

15.指標設定等の事業評価のしにくさ
21.医師会等関係団体との調整

22.医療機関との調整
2.事業実施のためのノウハウの不足

3.本事業の存在や必要性を医療・介護関係者に認知してもらうこと
1.予算の確保

7.総合事業などと連携した事業計画の策定ができる人材の不足
8.事業全体を見渡せる人材の不足（市区町村及び事業委託先を想定）

11.将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿をイメージできてい…
16.隣接する市区町村との広域連携の調整

18.在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供（先進事例等）
23.広域的な医療・介護連携（退院調整等）に関する協議

4.行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関係の構築
6.地域支援事業の全体像を見渡せる人材の不足
9.事業運営に関する相談のできる人材の不足

12.多職種間の協力関係の強化・情報共有の効率化
17.都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する当該市区町村の…

20.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成
5.行政内部の連携、情報共有等

10.現状の在宅医療・介護サービスの提供実態が把握できていないこと
19.多職種研修の企画・運営の技術的支援

24.市区町村間の意見交換の場の設定
25.その他

島根県 全国



都道府県から受けている支援内容

19  島根県は「地域の課題分析に向けたデータ活用方法に対する指導等」「市
区町村職員を対象とした研修会等」「全県的な普及啓発」が多いが、「広
域的な相談窓口の設置等への支援」「民間企業との連携」は少ない
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73.7%

73.7%

63.2%
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57.9%
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36.8%

36.8%

36.8%

31.6%

26.3%

26.3%
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10.5%

5.3%

31.1%
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35.5%

34.9%

43.8%

35.3%

15.4%

34.1%

29.2%
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12.5%

5.2%

2.1%
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3.地域の課題分析に向けたデータの活用方法に対する指導・助言

12.市区町村職員を対象とした研修会や意見交換の場の開催

15.全県的な普及啓発

4.広域的な在宅医療の体制整備の取組による支援

5.切れ目のない在宅医療・在宅介護の提供体制整備に関する情報提供

2.在宅医療・介護資源や診療報酬・介護報酬のデータの提供

14.トップセミナー等、市区町村首⾧への働きかけ

7.市区町村をまたがる入退院時の連携

9.在宅医療・介護連携推進事業に関する技術的支援

10.複数市区町村との共同実施に向けた関係市区町村や郡市医師会等との調整

13.他の地域支援事業や認知症関連施策等との連動への支援

1.ＰＤＣＡサイクルの運用への技術的支援

8.入退院に関わる医療介護専門職の人材育成等

11.小規模市区町村における（カ）、（キ）の共同実施

6.広域的な相談窓口の設置等への支援

16.民間企業との連携

17.その他

島根県 全国



在宅医療・介護連携推進事業の実施状況に関する調査

 進捗状況からは「ルールの策定や周知徹底、運用状況の把握」
「研修の実施支援、研修後のフォロー」「広域連携」が課題と
うかがえる

 施策の連動性は「認知症」「人生の最終段階における対応」
「入退院調整支援」に比べ、「災害・緊急時対応施策」の着
手、検討の進みは低調

 取組改善（PDCAの運用）をしている割合が３割未満と少ない

 市町村が県に支援を期待する課題は、「地域の医療・介護資源
の不足」「事業推進を担う人材の不足」「指標設定等の事業評
価のしにくさ」「医師会等関係団体、医療機関との調整」

20 まとめ


